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第１章　はじめに
企業経営と環境保全の領域における先駆的な発信媒体である日経 BP社 1 の
ウェブサイトに，「『日経エコロジー』は，2018 年５月号（４月８日発行）より『日
経 ESG』に誌名変更いたしました。2」という文字がある。その理由は，次のよ
うに説明されている。「企業経営を取り巻く環境は今，大きく変化しています。
『環境（E）』だけでなく『社会（S）』や 『ガバナンス（G）』ESGを考慮した
取り組みを進めることが経営基盤の強化にかかせなくなっています。世界的な
ESG投資の拡大や SDGs（持続可能な開発目標）の急速な普及によって，企
業の姿勢が厳しく問われるようになってきています。（以下略）」
ESGとは，前述のように「環境（Environment）・社会（人権）（Social）・
ガバナンス（Governance）」の頭文字をとった造語である。より具体的には，
E:環境問題への取り組み（リサイクル達成率，温室効果ガスの排出量など），S:
企業の社会性（法令遵守，人権問題や職場環境への配慮，地域への貢献度など），
G:企業内における経営陣，従業員および株主の権利および責任の明確化（社
1　株式会社日経BP（Nikkei Business Publications, Inc.）。
2　日経ESG　https://business.nikkeibp.co.jp/ecos/top/（2018年８月25日確認）。
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内監査制度の整備，不祥事対応など）が考慮される。この ESGに配慮する主
体が企業（事業者）であれば「ESG経営」に尽力することになり，投資家が
この観点に注目すれば「ESG投資」となる。いまや ESG投資は，世界各国で
広がる環境破壊や，労働者を酷使する人権問題などを防ぐことを目的として急
拡大している。その投資総額は，現在では 2,500 兆円を超す（世界の投資の４
分の１）までにのぼり，東京五輪を前に，世界の投資家が現在，日本企業に注
目している 3。
はじめに ESGを法学的に検討する意義を考えてみる。E（環境）は，いま
やハードロー（実定法）による法令遵守は当然のことと受けとめられ，より高
次の環境配慮がソフトロー 4 の領域でも求められている。S（社会）は，サプラ
イチェーンにおける人権（労働）問題などであり，国際人権規約をはじめと
する国際条約，およびイギリスの 2015 年現代奴隷法（Modern Slavery Act of 
2015）を例とする法（実定法のことを指す。以下同様。）と条理で対処すべき
課題となりつつある。が，実体としては，取引当事者間における契約（互いの
信用を守るために履行すべき事項やリスクの分担）の領域といえる。G（ガバ
ナンス）は，その統制の法制化がすでに整っており，リコール隠しや腐敗（増
収賄）等は法執行と条理の問題である。とすると，それぞれの性質を踏まえた
検討により，ESGの総合的な進展に寄与することが可能となる。
また，CSR（企業の社会的責任：Corporate Social Responsibility）が多様
な解釈を導くのに比して，ESGは，Sは漠としている面はあるものの，Eと
Gの要素は明確に打ち出されている 5 ことを特徴とする。具体的には，Eに注
目して，低炭素社会への取組みや再生可能エネルギーへの投資が主である。ま
た，Gが構成する企業リスクへの懸念は高く，対処が求められている。
3　NHKクローズアップ現代「2500兆円超え！？世界で急拡大“ESG投資”とは」2017年９
月27日（水）放映。
4　法的な強制力がないにもかかわらず，現実の経済社会において何らかの拘束感をもつ規範。
5　足達栄一郎・村上芽・橋爪麻紀子（2016）『投資家と企業のためのESG読本』（日経BP社）
13頁。
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以上により，はじめに ESG投資について現況を概観し（２章），日本が海
外で展開するエネルギー事案を事例として，E（３章）と G（４，５，６章）に
注目して整理した。Gについては，その法的運用についても言及した。以上を
踏まえ，若干の考察を加えた（７章）。なお本稿では Eおよび Gについて取り
上げるが，筆者は，Sに関する日本企業の在り方として別稿 6 を記しているこ
とを申し添える。
第２章　ESG とは
　第１節　ESG
はじめに，この ESGという言葉について，他の類似の用語と比較しながら
その誕生の意義を検討する。
類似の表現として想起されるのが SRI（社会的責任投資，Socially　
Responsible Investment）である。この語は，現在，一般には，CSR（Corporate 
Social Responsibility）を行う企業への投資と受けとめられているが，もはや
確立された表現ともいえる。というのも，「SRIは，投資によって得られる金
銭的収益を犠牲にして，自らが考える社会正義を実現しようとする崇高な行為
である 7」という固定的なイメージが定着しているからである。もとより複数の
解釈があると思われるが，CSRには，経済側面だけではなく，環境と社会の
側面にも配慮すべきであるという指向が見受けられる。これに対して，ESGは，
前述のように，社会の側面よりも，環境とガバナンスの２つの要素を明確に打
ち出している点が特徴的である。
では，こうした利益とは無関係な試みは，どのように事業者や投資家に受け
とめられているのであろうか。
総じて，投資家には，「たとえ儲かっても倫理的価値や規範に反することは
6　拙稿（2018）「ESG投資に係るサプライチェーンの健全性―国際認証と日本企業の試み」
国際商事法務2018.10　1400-1405頁。
7　足達・村上・橋爪　前掲５）12頁。
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しない」という姿勢が浸透してきている。反社会的勢力とのつながりの忌避は
もちろんのことながら，投資行動においても具体的には，2014 年２月に「『責
任ある機関投資家』の諸原則　日本版スチュワードシップ・コード」が策定さ
れ 8，2015（平成 27）年６月から運用が開始された。同コードの副題は，「投資
と対話を通じて企業の持続的成長を促すために」であり，本文の冒頭には，機
関投資家が，顧客・受益者と投資先企業の双方を視野に入れ，当該企業の企業
価値の向上や持続的成長を促すことにより経済全体の成長にもつながることを
意図している 9。同コードの原則は七つあり，その一つである「投資先企業の状
況を的確に把握すべき」が ESG投資といえる 10。
第２節　現況
安倍政権は，ESG投資は，アベノミクスが目指す社会を実現する強力なエ
ンジンになるとしている。2015（平成 27）年９月には，1兆ドル規模 11 という
世界最大の年金積立金を運用する日本の年金積立運用独立行政法人（GPIF：
Government Pension Investment Fund）12 が，国連の責任投資原則（PRI：
Principles for Responsible Investment）に署名した。2016 年（平成 28）６
月に発表された「日本再興戦略 201613」，2017（平成 29）年６月に発表された「未
来投資戦略 201714」，および 2018（平成 30）年６月に発表された「未来投資戦
略 201815」のいずれにも ESG投資についての記述がある。
8　日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会『「責任ある機関投資家」の諸原
則≪日本版スチュワードシップ・コード≫』2014（平成26）年２月26日。
9　有識者検討会　前掲８）１頁。
10　足達・村上・橋爪　前掲５）115頁。
11　2017年度末の運用資産額は156兆3832億円と過去最高額であった。
12　PRIとは，2006年，国連が金融業界に対して提唱したイニシアティブである。これは，世
界の解決すべき課題を３つに整理したもの，すなわち環境・社会（人権）・ガバナンス（ESG）
の課題を投資の意思決定に組み込もうとする世界共通のガイドライン的な性格を持つ。
13　内閣府「日本再興戦略2016－第4次産業革命に向けて－」2016（平成28）年６月２日。
14　内閣府「未来投資戦2017―Society5. の実現に向けた改革―」2017（平成29）年６月９日。
15　内閣府「未来投資戦略2018─『Society 5.0』『データ駆動型社会』への変革─」平成30
（2018）年６月15日。
336
－143 （     ）－
これらの法的性質は，法ではなく行政計画や政策文書であり，条理，倫理お
よび規範というものである。ハードローではなくソフトローであるが，確実に
投資家や企業に影響を与えている。
総じて，多くの企業が，ESG要因に対する取組みを行うことを，投資家か
ら突きつけられるようになった。特に東京五輪に向けて，世界の投資家が今，
日本企業への「監視」を強化している。現代の万国博覧会および五輪などの
国際的なイベントの実施にあたっては，「環境配慮すべし（環境配慮をしなが
ら行うのが当然）」というトレンドにあるためである。環境省も，2014（平成
26）年８月に「2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会を契機とした
環境配慮の推進について」をまとめた。これらにより企業は，厳しい対応を迫
られることになってきている。
第３章　　エネルギー事業投資における E（環境）対応
第１節　投資領域
炭素排出をめぐり，投資における「カーボンリスク」，「気候変動リスク」と
いうものが生まれている 16。これは，2016 年 11 月４日の地球温暖化対策の新し
い国際ルールである「パリ協定」発効をうけて，気候変動により生じる制約と
経済・社会影響が，欧米を中心に市場の関心事となったことによる。炭素情報
開示の取組みをはじめとする様々なアクションやルール形成も進んでいる。
これらにより，炭鉱開発を減らそうという取組みと，化石燃料からの撤退を
求める投資家からの圧力も高まっており，鉱業に分裂（石炭産業に残留する企
業と撤退する企業）も生じている。
そのなかで企業経営や投資に影響を生じてきたのが，「炭素予算（カーボン
バジェット）」と「座礁資源（Stranded Assets）」という考え方である。炭素
予算とは，パリ協定で確認された平均気温上昇を２度未満に抑えるという目標
16　三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2016）「気候変動と投資・金融（経済産業省「国
内投資拡大タスクフォース」第４回資料）」。
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を実現するために，人類が排出可能な炭素の上限枠を意味している。排出して
も良い炭素量（使っても良い上限）といえるため「予算」という語を充ててい
る 17。座礁資源とは，環境や状況の変化によりその価値が大きく毀損する資産
を指す。すなわち，「燃やせない化石燃料」という資産のことである 18 19。使用
できないことから，投資しても回収できないということになる。
IEEFA（米研究機関エネルギー経済・財務分析研究所：Institute for 
Energy Economics and Financial Analysis）は，2017（平成 29）年３月に日
本の再生可能エネルギーの将来展望に関する調査報告書「A Renewables Path 
to Japanese Energy Security in a Post-Nuclear Era20」を発表している。
日本の石炭火力について，この調査報告書では，現在ある 45 件の新設案件は，
まだ計画の段階にあり，「日本国内における電力需要の伸び悩みや省エネルギー
の浸透などから，実際に建設に至る案件は多くない」とみている。最近，電力
大手 10 社が，石炭火力の計画を見直し始めたことなどもそうした動きの一端
として挙げ，「再生可能エネルギーを利用した電力転換モデルを採用すること」
を推奨している。「太陽光や風力の導入に積極的に取り組めば，日本は 2030 年
までに電力需要の 35％を再エネで賄うことが可能」と指摘し，「日本がこの道
を辿ると，エネルギー安全保障を大幅に向上させ，経常赤字を減らし，将来の
17　足達・村上・橋爪　前掲５）120頁。
18　石丸美奈（2016）「気候変動リスクと国際金融～ ESG投資と脱化石燃料の動き～」共済総
研レポート 2016.8　54-61頁。
19　「座礁資産」という考え方のきっかけとなったのは，英国のシンクタンク，カーボン・
トラッカー（Carbon Tracker Initiative）の2011年の「燃やせない炭素（Unburnable 
carbon – Are the world's ﬁnancial markets carrying a bubble?）」報告書である。これによ
ると，世界の平均気温の上昇を産業革命前と比べて２度未満に抑えるためには，現在世界で
保有されている化石燃料の８割は実は燃やせない，とされた。同様に，国際エネルギー機関
（International Energy Agency：IEA）でも３分の２は燃やせないとの試算を行っている。
20　IEEFA（2017） “Report: A Renewables Path to Japanese Energy Security in a Post-
Nuclear Era”，March 21, 2017, available at http://ieefa.org/wp-content/uploads/2017/03/
Japan_-Greater-Energy-Security-Through-Renewables-_March-2017.pdf（Last visited 
August 25, 2018）. 
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産業において長期にわたる技術力を築くことが可能となるため，2030 年まで
に電力システムを見直すことになるだろう。」と締めくくっている。
第２節　丸紅の石炭事業への批判と丸紅の撤退
IEEFAは，2018 年７月 30 日，丸紅株式会社（以下「丸紅」という。）の石
炭火力発電事業の将来性に警鐘を鳴らす報告書「Marubeni's Coal Problem: A 
Japanese Multinational's Power Business Is at Risk21」を発表した。この報
告書は，英語で計 46 頁に及ぶもので，日本の多国籍企業である丸紅の事業の
紹介（pp.8-11）,丸紅の海外事業（pp.12-24）,日本政府による海外での石炭
事業投資（pp.24-27），日本のエネルギー政策の転換（pp.27-33），丸紅の再生
可能エネルギー事業（pp.38-40）と，丸紅と日本政府による海外石炭事業を丁
寧に分析している。
同報告書によれば，丸紅は，現在計画している全炭工場拡張能力（13.6 ギガ
ワット（GW））によって，世界で 11 番目に大きな炭鉱開発企業と位置づけら
れている。その規模は，住友（7.5GW），J-Power（4.6GW），TEPCO（4.6GW）
および中国電力（4.2GW）よりもはるかに大規模である。それに比べ，他の日
本の大企業の中でも，三菱自動車は石炭火力発電を 1GWしか計画しておらず
三井グループはゼロである。このように丸紅が突出して多いことが指摘されて
いる。また，現在，丸紅は，ミャンマー，ボツワナでは計画中止に追い込まれ
たが，日本，モンゴル，フィリピン，ベトナム，タイ，インドネシア，エジプ
ト，南アフリカでプロジェクトを進めている（図表１参照）。
21　IEEFA（2018）”Report: Marubeni's Coal Problem A Japanese Multinational's 
Power Business Is at Risk”，July 30, 2018, available at http://ieefa.org/wp-content/
uploads/2018/07/Marubenis-Coal-Problem_July-2018.pdf（Last visited August 25, 2018）.  
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図表１：近年の丸紅の石炭火力事業
（出典　IEEFA 報告書）
そのため，丸紅が，世界のエネルギー市場の急速な変化のなかで石炭火力発
電戦略をとることにより晒されることになった企業リスクとして，同報告書は
次の２つのことを挙げている。
１つは，評判（レピュテーション）の悪化であり，これはレピュテーション
リスクとなる。国際エネルギー機関（IEA）によると，再生可能エネルギーは
2040 年までに世界の発電容量の３分の２を確保し，年間 160GWの再生可能エ
ネルギーを導入するのに対し，石炭火力は年間 17GWを導入するのみである。
そのため，同報告書は，「石炭事業が投資家，世論，政府の視点から，ますま
す毒性（toxic）を帯びる（批判される）ようになっており」，丸紅のビジネス
傾向は，「この傾向の間違った側にいること（誤った方向に進むこと）は賢明
ではない（unwise）。」と評価している。つまり，この分野で成功するためには，
石炭火力発電事業を断念する必要があり，丸紅が，現在および潜在的な投資家
間の評判を落とすという大きなレピュテーションリスクに直面していると指摘
した。さらに，地元 NGOからの強い反発も影響していることにも言及した。
２つ目は，財務状況の悪化である。同報告書は，日本政府の首脳部が，高効
率の石炭火力発電であっても，国内と海外での両方の石炭火力発電開発に対し
て，国家的支援（national support）を行うことに疑問を呈している。同報告
推進中
計画中止
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書は，「日本の銀行，保険会社，投資家は，石炭産業から転換するという世界
の金融機関の潮流に乗っており，安価な再生可能エネルギーによる大規模な技
術的革新に直面している」ことを踏まえ，「第一生命と日本生命は，アリアン
ツ（Allianz），チューリッヒ（Zurich），スイス・レ（Swiss Re），アクサ（Axa）
などの，石炭産業に関与しない保険会社のリストに名を連ねている」ことを挙
げた。そのうえで，同報告書は，2018（平成 30）年３月 31 日現在，第一生命
と日本生命両者が丸紅の投資家トップ 10 に含まれることから，この傾向が丸
紅にとって特別な意味を持つと指摘した。
一方，丸紅の再生可能エネルギー事業については高く評価し，再生可能エネ
ルギー市場の牽引者としての地位を固めてリーダー的役割を担うことと，それ
が同社の収益性を高める可能性があることにも言及している。
IEEFAという国際的なエネルギー研究機関が，大手の多国籍企業とはいえ，
丸紅１社をターゲットとしたレポートを書くのは珍しく，IEEFAによるこの
圧力には，世界のエネルギー事情を踏まえての石炭事業撤退という意向の高さ
が伺える。
こうした批判を受けて，丸紅は，石炭火力開発からの撤退を表明した 22。す
でに保有する石炭火力発電所の権益も 2030 年までに半減させ，成長分野であ
る再生可能エネルギーの開発に人材や資金をシフトすることを表明した。これ
らは，ESG投資の広がりを受けての判断であるとしている。
日本の大手総合商社の中で，発電事業の規模が最も大きい商社である丸紅が，
機関投資家や国際エネルギー機関からの批判を受けて，脱石炭火力への方針発
表をした意義は，小さくはない。
22　日本経済新聞「丸紅，石炭火力の開発撤退　再生エネにシフト」 電子版2018/9/16 1:00。
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第４章　エネルギー事業投資における G（ガバナンス）対応―腐敗
第１節　ガバナンスリスクと腐敗
本章から６章では，ガバナンスリスクの一つとしていわゆる「腐敗」を取り
上げ（４章）23，その事例紹介（５章）と，その摘発への昨今の試みとして司法
取引および腐敗対策の法的な規制方法（６章）等について整理し検討する。ガ
バナンスに関連して腐敗を取り上げる理由は，腐敗はエネルギー事案に特有で
はないが，エネルギー政策は国の根幹であり，相手国の政府高官への賄賂が奏
功すると考えられ，実際に摘発事例も少なくないからである。
本稿における腐敗とは，贈収賄・腐敗行為を意味する。正当な商取引を阻害
するだけではなく，反社会的勢力の資金源になるなどの弊害も予想される。ま
た，公務員に対する贈賄は，贈賄側にとってはその金銭が不正会計でねん出さ
れたものであること，収賄側にとってはその金額が間接的に税金で賄われる結
果となる。他方，民間企業に対する贈賄は，贈賄側にとっては対公務員と同様
であるが，収賄側にとっては賄賂が価格に載せられるから，間接的に会社の金
員の横領になる。収賄側企業は目をつむるとしても，贈賄側は不公正な取引を
強いられていることになる。そのため，日本では，外国公務員に対する贈賄は，
不正競争防止法（平成５年法律第 47 号）の対象に，民間企業に対する贈賄は，
独占禁止法（昭和 22 年法律第 54 号）の不公正な取引方法に該当ことになる。
公法的な表現をとれば，腐敗は法の支配，民主主義と国民の権利（人権）を脅
23　本章および５章の内容は，2017年12月19日に玄奘大學善道活動中心聖印廳（台湾）にて
開催された，2017新興國家反貪腐立法趨勢學術検討會（「新興国における腐敗防止と法」学
術シンポジュウム）（主催：玄奘大學社会科學院法律學系（台湾）・国際取引法学会（日本））
における拙報告「海外腐敗行為の国際的な取組を考える」を論稿化したものである。ちな
みに，トランスペアレンシー・インターナショナル（TI : Transparency International，汚
職・腐敗と闘う国際NGO，https://www.transparency.org/）が毎年各国の「腐敗認識指数」
を提示している。2017年の腐敗認識指数は，日本20/180 位（73点），台湾29/180位（63点），
2016年は，日本20/176 位（72点），台湾31/175位（61点）である。このように国際社会に
おける順位も近く，いずれも島国であり海外投資をすることも踏まえれば，台湾と日本の両
国が本課題を共に考える意義は少なくない。
342
－149 （     ）－
かすと同時に，良きガバナンスおよび社会的正義（公正さ）を弱体化させる。
さらに，腐敗は競争秩序をゆがめ，経済発展を妨害することで，民主主義制度
の安定性と社会の道徳的な基盤を危険にさらす。
昨今，英米をはじめとする世界各国において，贈収賄や腐敗行為に対する規
制が強化されている。ESGの文脈においては，これらはガバナンスリスクと
して取り上げられている。
一例として，2018 年２月 15 日，ESG評価機関世界大手であるオランダの
サステイナリティクス社（Sustainalytics）は，投資家に向け，2018 年の重大
ESGリスク４分野10項目をとりあげたレポートをまとめた 24。４分野とは「水
マネジメント」「気候変動」「ステークホルダ ・ーガバナンス」「顧客保護」である。
ステークホルダー・ガバナンスに関しては，「航空防衛業界が賄賂や腐敗事件
で合計 8.55 億米ドル（約 920 億円）の罰金を科せられた」事案も掲載された。
なかでも資源採掘企業の腐敗は注目を浴びている。国際 NGOのグローバ
ル・ウィットネス（Global　Witness）25 は，2018 年８月９日，資源採掘企業
による腐敗や租税回避の状況をまとめたハンドブック「Finding The Missing 
Millions」を発表した 26。その前提として，資源採掘国の政府高官への賄賂によ
り，現地国は適切な政府歳入を得られず，結果的に現地市民の経済成長を妨げ
ているという実情を報告した。資源保有国は，資源採掘企業から様々な手法で
24　Sustainalytics（2018）“Sustainalytics’ New Research Report Offers Insight into ESG 
Risks Facing 10 Sectors”，February 15, 2018, available at https://www.sustainalytics.
com/press-release/sustainalytics-publishes-10-for-2018-report/（Last visited April 27, 
2018）.
25　グローバル・ウィットネスは，天然資源にまつわる紛争と汚職，そして関連する環境破壊
と人権侵害を 防ぐために調査とキャンペーンを行っている。潜入調査から政府高官へのロ
ビー活動に至るまで，あらゆるレベルで取り組んでいる。重点分野は，汚職，紛争，環境ガ
バナンス，説明責任と透明性の最大化の４つである。
26　Global Witness （2018）“Finding The Missing Millions―A handbook for using 
extractive companies’ revenue disclosures to hold governments and industry to account” 
available at https://www.globalwitness.org/en/campaigns/oil-gas-and-mining/finding-
missing-millions/#chapter-0/section-0（Last visited August 27, 2018）.
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経済的利益を得ており，具体的には，資源売上の一部を得る料金，契約ボーナ
ス，ロイヤリティ，税，生産権（Production Entitlements）等がある。しかし，
資源採掘企業は各々の支払いを少なくするため，政府高官に関する賄賂等の腐
敗行為を行っており，それは，世界的に腐敗防止に関する条例や法律が制定さ
れているものの，継続的に行われているという内容である。これは，エネルギー
事業におけるガバナンスリスクを考えるうえで，腐敗を重視する理由となる。
第２節　歴史的取組経緯―ロッキード事件
日本における腐敗防止を検討するにあたり，まず海外腐敗行為防止のための
国際的な取組みの歴史的経緯を踏まえる。1970 年代半ばの米国証券取引委員
会（SEC：Securities and Exchange Commission）の調査によれば，400 以
上の米国企業が，外国の政府関係者，政治家，政党に３億ドルを超える不審
な支払いをしていた事実が確認された 27。議会は外国公務員に係る贈収賄を止
め，アメリカのビジネスシステムの健全性に対する国民の信頼を回復するため，
米国海外腐敗行為防止法（FCPA：Foreign Corrupt Practices Act of 1977, 15 
U.S.C. 78m, et seq.）を制定した。
契機の一つとなったのはいわゆるロッキード事件である。これは，米国の航
空機製造大手のロッキード社への主に同社の旅客機の受注をめぐって，1976
年（昭和 51 年）２月に明るみに出た国際的な大規模汚職事件である。この事
件では，日本のみならず，米国，オランダ，ヨルダン，メキシコなど多くの国々
の政財界を巻き込んだ。日本では「（田中角栄元）総理の犯罪」の異名で知ら
れる。田中元首相は 1976 年（昭和 51 年）７月 27 日に逮捕されたのち，８月
16 日に東京地検特捜部に受託収賄と外為法違反容疑で起訴され，その後 1983
年には懲役４年，追徴金５億円の有罪判決が下った（東京地判昭和 58（1983）
年 10 月 12 日判時 1103 号３頁）。田中はこれに対して控訴したが，1987 年に
27　House Committee on Interstate and Foreign Commerce（1977）“House Report. Rep. 
95-640 Report together with Minority Views to accompany H.R.381”, September 28, 1977 
available at https://www.justice.gov/sites/default/files/criminal-fraud/legacy/2010/04/11/
houseprt-95-640.pdf（Last visited August 27, 2018）.
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控訴棄却（東京高判昭和 62 年７月 29 日判時 1257 号３頁），上告審の最中の
1993 年（平成５年）12 月 16 日の田中の死により公訴棄却（審理の打ち切り）
となった（最大判平成７（1995）年２月 22 日判時 1527 号３頁）。
また，贈賄側とされたロッキード副会長アーチボルド・コーチャン，元東京
駐在事務所代表ジョン・ウイリアム・クラッター，側近のジョイ・エリオット
の米国人３名が起訴されずに嘱託証人尋問調書が作成された。この点について
は，米国では外国の公務員に対する賄賂を規制する法律がなく米国内法では合
法だったことや，米国政府が実業界要人を日本へ引渡すことが非現実的であっ
たという事情がある。そのため，日本の検察が，「外国裁判所ノ嘱託ニ因ル共
助法（明治 38（1905）年法律第 63 号）」に基づいて米国司法機関に嘱託する
にあたって，刑事訴訟法（昭和 23（1948）年法律第 131 号）248 条に基づく起
訴便宜主義という手法を取った。1976 年７月 21 日に布施健検事総長が公訴不
提起声名を出し，同年７月 24 日に最高裁が裁判官会議で米国側証人の刑事免
責の保証を決議することで，事実上の免責を与えたという特殊事情での終結と
なった（日米犯罪人引渡条約（日本国とアメリカ合衆国との間の犯罪人引渡し
に関する条約）の発効は 1980（昭和 55）年であり，日本におけるいわゆる外
国公務員贈賄防止条約の発効はさらに遅れて 1999（平成 11）年であった。）。
第３節　米国海外腐敗行為防止法（FCPA）の制定と改正
贈賄側である３名を起訴できなかったという事態を踏まえ，1977 年米国海
外腐敗行為防止法（FCPA）は改正された。その目的は，特定のクラスの人お
よび団体が，外国政府当局に賄賂を供与することを違法とすることであった。
1977 年以来，FCPAの贈賄防止条項は，すべての米国人および特定の海外
機構に，適用されることとなった。その後，1998 年の改正によって，FCPA
の贈賄防止条項は，米国の領域内において，「外国公務員」に対して 28，直接ま
28　2017年の事件では，DOJとSECは，FCPAを適用する「外国公務員」の範囲を広げる
よう解釈していることが指摘されている。Gibson Dunn（2018）, “2017 Year-End FCPA 
Update”, January 2, 2018　available at https://www.gibsondunn.com/wp-content/
uploads/2018/01/2017-year-end-fcpa-update-1.pdf（Last visited August 27, 2018）pp.15-16.
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たは代理店を通じて贈賄を行う企業と人に対して，適用されることとなった。
すなわち，外国人であっても，米国の領域内において外国の公務員に対して贈
賄を行った場合には，（域外）適用されるのである。
具体的には，「証券の発行者（issuers）」「国内行動主体（domestic 
concern）」「『領土管轄下（territorial jurisdiction）』の特定の個人および団体」
という三つのカテゴリーで規定される。「国内行動主体」は①米国の個人お
よび会社（§78dd-2(h)(1)(A)），②米国法に基づいて組織された会社（§78dd-
2(h)(1)(B)後段），③米国に主要事業所を有する会社（§78dd-2(h)(1)(B)前段）
である。「証券の発行者」として，④米国の証券取引所に上場している会社
（§78m(b)(2)前段），および⑤米国証券取引委員会（SEC）に定期報告書を提
出する必要がある会社（§78m(b)(2)後段），を対象とする。「領土管轄下」は，
⑥米国の領域内において活動する一部の外国人および会社と規定する。これら
に対して，事業を取得または維持するために外国公務員に不正な支払いを行う
ことを広く規制する。
ちなみに，近年の FCPAの適用件数と罰金総額は，図表２のとおりであ
る 29。件数は，30 件前後から 70 件余りと，年度によってばらつきがある。
FCPA事案はそれなりに長期にわたり行われ，それに対する米国司法省（DOJ：
U.S. Department of Justice）および米国証券取引委員会（SEC）の捜査が実
施されて，明るみに出たものである。そのため，年度ごとの数値のみで FCPA
事案の増減および摘発の精度の高低等についても単純には議論できないもの
の，犯罪もその捜査も継続的になされていることが確認できる。また，2016
年の SECによる 32 件は，最多となる記録的な数字である。2016 年には，多
くの FCPA執行措置が執られ，あわせて，企業からの罰金も合計 25 億ドル近
い罰金総額となった 30。
29　Dunn　前掲28）pp.3-4.
30　2016年は，Odebrecht / Braskem事件（4億9,800万ドル）と，VimpelCom事件（3億9,760
万ドル）をはじめとして，罰金1億ドルを超える事件が多発した。
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FCPAの適用に関する日本の位置づけは，事件件数の少ない国と位置付けら
れている（図表３参照。日本は挙げられていない。）31。
 
図表２：年度別 FCPA 適用件数と摘発金額
（出典：Gibson Dunn（2018）, “2017 Year-End FCPA Update”, January 2, 2018）࠰ ࡇ К 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20ᵤᵡᵮᵟ ᢘ ဇˑૠ 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17⡿ ᅜ ྖ ἲ┬䠄DOJ䠅 18 20 26 48 23 11 19 17 10 21 29⡿ ᅜ ド ๆྲྀ ᘬ ጤ ဨ 20 13 14 26 25 12 8 9 10 32 10఍䠄SEC䠅
図表３：FCPA 国別適用件数
（出典：Gibson Dunn（2018）, “2017 Year-End FCPA Update”, January 2, 2018）
各国が類似の腐敗防止法を制定しているため，いくつか紹介しておく。
31　Dunn　前掲28）p. 5.
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イギリスの制定した贈賄防止法（Bribery Act 2010）７条は，イギリス法に
基づいて設立された法人をその適用範囲にするとしている。つまり，日本企業
がイギリス法に従って設立した子会社はこの定義に該当することになる。さら
に，同条は，イギリスのどこかで事業の一部または全部を行う法人がこれに該
当するとも規定する。そのため，親会社たる日本企業が子会社を利用してイギ
リスにおいて事業の一部を行っていると認められてしまうと，子会社が賄賂防
止義務違反を問われるのはもちろん，日本企業である親会社も罰せられること
になる 32。
他方，中国では，習近平政権下において，贈収賄規制が厳格化されている。
加えて，「公務員」の定義を検討するに，国営企業と民間企業の境界にあいま
いな部分がある。そのため，公務員に対する贈賄のみでなく，民間企業に対す
る贈賄も規制対象になっていることに注意を要する。2018 年１月から施行さ
れる改正不正競争防止法７条では，取引相手方の従業員および職権や影響力を
有する個人も処罰される贈賄の対象者となっている 33。
第４節　OECD 条約，国連腐敗防止条約―国際的な規制の高まり
1997（平成９）年 12 月にパリの OECD（Organisation for Economic Co-
operation and Development：経済協力開発機構）本部において，わが国
を含む 33 か国により「国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防
止に関する条約（「OECD外国公務員贈賄防止条約」OECD Anti-Bribery 
Convention）」が署名された（1999 年２月発効）。これは，米国政府による各
国への働きかけの強化を端緒とする。あわせて，近年の企業活動のグローバル
化・ボーダーレス化の進展に伴い，海外市場での商取引の機会の維持，獲得を
図るには，製品やサービスの価格や質による公正な国際競争が必要であり，贈
32　菊地正登（第二東京弁護士会 国際委員会）「イギリス賄賂防止法（Bribery Act 2010）の概説」
https://www.mkikuchi-law.com/article/15009145.htmlhttps://business.nikkeibp.co.jp/ecos/
top/（2018年８月27日確認）。
33　高橋均（2018）『グループ会社リスク管理の法務（第３版）』中央経済社　119頁。
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賄，すなわち不正な利益供与という腐敗した行為は防止すべきという問題意識
が国際的にも高まった。
日本では，同条約の締結について 1998 年５月 22 日に国会の承認を得，また，
同年９月に同条約の国内執行法である不正競争防止法の一部を改正する法律が
成立した後，1999 年２月 15 日に日本について発効した。
同条約の締約国は，2017 年 10 月現在において 43 か国である。数としては
多くはないが，OECDの加盟国が 35 か国であることから，加盟国以上の支持
を得ていると評価できる。
同条約に対して，「腐敗の防止に関する国際連合条約（「国連腐敗防止条約」
The United Nations Convention Against Corruption：UNCAC）」は，国際
連合において国際的な組織犯罪の防止を検討するなかで，2003（平成１）年
10 月 31 日に国際連合総会において採択された 34。当初は，「国際的な組織犯罪
の防止に関する国際連合条約（「国際組織犯罪防止条約」）」を改正する形が想
定されていたが，独立した一つの条約として成立することになった。
日本は，2003（平成 15）年 12 月に署名し，2006（平成 18）年に締結につき
国会の承認を得た。そして，2017（平成 29）年 6月 15 日に条約を実施するた
めの国内法が国会で可決成立し，同年７月 11 日に本条約を締結した。これに
より，本条約は 2017（平成 29）年８月 10 日から日本についても効力が発生し
ている。同条約の締約国は，2017年７月 19日現在，182の国・地域となっている。
第５節　日本の不正競争防止法制定
「不正競争防止法（平成５（1993）年法律第 47 号）」は，①民法（明治 29（1896）
年法律第 89 号）との関係では不法行為法の特別法として，②知的財産法との
関係では知的財産法の一環として，③刑法（明治 40（1907）年法律第 45 号）・
刑事訴訟法との関係としては贈賄および営業秘密に係る不正行為の処罰による
補完等として，④いわゆる独占禁止法（昭和 22（1947）年法律第 54 号）等と
34　外務省「国際組織犯罪に対する国際社会と日本の取組　腐敗防止」https://www.mofa.
go.jp/mofaj/gaiko/soshiki/huhai/index.html（2018年８月27日確認）。
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の関係としては競争秩序維持の一翼として，1993 年に制定された。
本稿で注目すべきは④であり，独占禁止法における「公正かつ自由な」競争
秩序の維持を具現化する法律であることが一つの特徴である。外国公務員等に
対する贈賄を禁止する趣旨は，前述の外国公務員贈賄防止条約の制定と発効で
ある。この条約を日本においても執行すべく，国内執行法としての不正競争防
止法が制定された。
国際商取引における外国公務員への不正な利益供与は，不正競争防止法２条
１項各号に掲げられた「不正競争」の行為類型には該当しない。だが，不正競
争防止法による規制には，競争手段の不正さに着目し，不正な行為を競争手段
として用いることを公益侵害性の高い行為ととらえ，これを禁止し，違反に対
して刑事罰を科すという類型もあることから，外国公務員贈賄罪（18 条，罰
則は 21 条２項７号）を同法に規定している。
同法においては，外国公務員贈賄罪（18 条１項）の規制対象となる行為を
日本国内で行う全ての者が，対象となり得る。すなわち，日本国民および外国
人がその国籍に関係なく，犯罪の構成要件の一部をなす行為が日本国内で行わ
れ，または構成要件の一部である結果が日本国内で発生した場合には，同法の
適用を受けることとなる。
また，日本国民については，刑法３条が，国民の国外犯として，日本国外に
おいて同条に掲げる一定の罪を犯した日本国民に刑法を適用する旨規定してい
ることに従い，日本国外で規制対象行為を行った場合にも，同法 18 条１項の
外国公務員贈賄罪の適用を受けることを同法 21 条８項に規定している。
日本の経済産業省のウェブサイトには，主に民間企業向けに，「断固として
贈賄要求は拒絶しましょう」35 や，「海外取引の“ワイロ”は罰せられます！」36
35　経済産業省「外国公務員贈賄防止」http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/
zouwai/index.html.（2017年12月27日確認）。
36　経済産業省「海外取引の前に知っておきたい「外国公務員贈賄防止」」http://www.meti.
go.jp/policy/external_economy/zouwai/manga.html（2018年８月27日確認）。
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というスローガンが掲げられている。後者に関しては，部下が現地で独断で行っ
た賄賂について知らされていなかった日本企業が罰せられた事例も，漫画で紹
介されている。また，外国公務員贈賄防止に関するパンフレット「海外進出す
る企業必見 外国公務員贈賄罪を知っていますか？」および「拒絶カード」の
紹介，「外国公務員贈賄防止指針」の公表，ならびに一企業では断り切れず困っ
た場合の相談窓口等も公表されている37。このように熱心な啓発がなされている。
第６節　日本の不正競争防止法に係る裁判例
同法において処罰された事件を以下に２件紹介する。① PCI（パシフィック
コンサルタンツインターナショナル）事件（東京地判平成 21 年１月 29 日・判
時 2046 号 159 頁）と② JTC（日本交通技術）事件（東京地判平成 27 年２月４日・
LEX/DB文献番号 25505904）である。
まず① PCI事件 38 では，2008（平成 20）年にアジアに対する日本の ODA
（Ofﬁcial Development Assistance（政府開発援助））に絡み，PCI社や PCI
幹部らによる詐欺や特別背任，不正競争防止法違反などの一連の容疑が浮上し
た。なかでも，本件は，ベトナム ODA事件といわれるものである。PCIがベ
トナムでの政府開発援助事業を受注した際に，現地高官に多額の賄賂を提供し
たとして，不正競争防止法違反（外国公務員への贈賄）容疑で，元 PCI幹部
４人が逮捕された。2009 年１月，一審の東京地裁は，被告人の元幹部ら３人
と PCI社に対し，不正競争防止法違反でいずれも有罪とする判決を下した。
具体的には，円借款事業であるベトナムにおける「サイゴン東西ハイウェイ
建設計画」のコンサルタント業務受注に対する謝礼として，法人 PCIの元役
員であった B，および従業員であった C，Dらが担当する外国公務員 S局長に
対して，計 82 万ドルを供与した事件である。本件犯行は，国際商取引におけ
37　経済産業省「海外進出する企業必見 外国公務員贈賄罪を知っていますか」http://www.meti.
go.jp/policy/external_economy/zouwai/pdf/damezowaipamph.pdf（2018 年８月27日確認）。
38　判例研究に，阿部博友，（監修）井原宏・河村寛治，NBL1004号73頁「外国公務員に対
する贈賄について法人罰が適用された事例〈一般社団法人GBL研究所現代企業法判例研究
会研究報告14〉」等がある。
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る競争の公平性を害するだけでなく，被告人らは，贈賄額を見込んだ上で，契
約代金を水増しする等したものであって，円借款事業である本件事業において
競争阻害にとどまらない害悪を現実化したものと評価することができる等とし
て，裁判所は，法人 PCIに罰金 7,000 万円の納付を命じ，元役員 Bに懲役２年，
Cに懲役１年６月，Dに懲役１年８月を宣告し，それぞれ執行猶予３年とした。
② JTC事件は，東京都に本社を置く被告会社 JTC（内外鉄道の設計・施工
の監督等に関する事項等を目的とする会社）が，ベトナム，インドネシアおよ
びウズベキスタンの各国において，賄賂を供与した事件である。
具体的には，JTCは，鉄道関連事業に関するコンサルタント契約の締結，
履行等について，当該事務を管理する等の権限を有していた外国公務員らに対
し，JTCに有利かつ便宜な取り計らいを受けたいとの趣旨の下，ベトナムに
おいては対ベトナム円借款「ハノイ市都市鉄道１号線建設事業」に関し，約４
年２か月間で合計 6,990 万円を，インドネシアにおいては対インドネシア円借
款「ジャワ南線複線化事業」に関し，約３年３か月間で合計約 2,000 万円相当
を，ウズベキスタンにおいては対ウズベキスタン円借款「カルシ・テルメズ鉄
道電化事業」に関し，約１年間で合計約 5,477 万円相当の賄賂をそれぞれ関係
者に供与した。被告会社 JTCによる当該犯行における責任は重く，特に国税
調査後にも賄賂の供与を継続したことは，強く非難されるべきであるなどとし
て罰金 9,000 万円を，元代表取締役 Bには，国税局の税務調査を契機として海
外における賄賂供与の実態を知った後も，賄賂供与を継続する旨の最終決定を
し，推し進めたものでその責任は軽いものではないが，最終的に自首を決め，
その後の捜査に全面的に協力していること等から，懲役２年（執行猶予３年）を，
元国際部長Cには，相手方からの賄賂要求を了承し，当該各犯行を全体にわたっ
て指揮したものでその果たした役割は大きい等として，懲役３年（執行猶予 4
年）を，元経理担当取締役 Dには，国際部が約束した外国公務員等への賄賂
供与につき協力を求められるや，金銭を拠出したもので，その役割は小さいも
のではない等として，懲役２年６月（執行猶予３年）を裁判所は言い渡した。
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いずれも執行猶予付きながらも実刑判決が下されたことは，重くとらえられ
た。加えて，いずれも ODA事案であったことから，「変貌する ODA」とも評
された 39。
第５章　エネルギー事業投資における G（ガバナンス）対応―米国海
外腐敗行為防止法（FCPA）の適用の一例としての「丸紅・イン
ドネシア事案」
第１節　事件の概要
本件は，丸紅株式会社（「丸紅」）が，インドネシアの液化天然ガス（Liqueﬁed 
Natural Gas：LNG）発電所建設契約を獲得するために，インドネシアの公務
員に賄賂を支払ったとして，FCPA違反への共謀に関与したことを問われた事
件である 40 41 42。米国法務省の資料によれば，概要は以下のようになる。罪に問
39　JTCが設置した第三者委員会のJTC事件調査報告書によると，JTCの関係者たちは次の
ように答えているようである。「現地のクライアントは鉄道分野ではJTCの唯一のお客であ
り，今後もビジネスを継続したいという思いから，話を進めた」「どこのコンサルタントも
やっているというような理解であったので（リベート提供について）違和感はなかった」「社
内で是正できるのであれば，そのようなこと（リベート提供）はしたくなかった。しかし，
JTCには既にそういう風土ができていて，しかも，それがなければ仕事が前に進まないと
いう状況だった」というものである。しかし，調査報告書は，収賄側であるVNR（ベトナ
ム鉄道公社）の要求に応じたとはいえ，「贈賄企業は，『被害者』と見られるべきではなく，
相手国の腐敗を助長する『共犯』である」と締めくくっている。
40　マックス・オルソン，ジェームズ ハフ，ルイーズ・ストゥープ，スティーブン E. コマー，
浅地正吾，寺澤幸裕，矢倉千栄（モリソン・フォスター外国法事務弁護士事務所，伊東見
富弁護士事務所）「ニュースレター（和訳版）：丸紅がFCPA違反について有罪を認める －
米司法省は同社の非協力的な姿勢を批判」2014. 04.28，http://www.mofo.jp/Marubeni_
Pleads_Guilty_to_FCPA_Violations.pdf.（2018年８月27日確認）。
41　Dep't of Justice,“Press Release: Marubeni Corporation Agrees to Plead Guilty to 
Foreign Bribery Charges and to Pay an $88 Million Fine”(Mar. 19, 2014), available 
at https://www.justice.gov/opa/pr/marubeni-corporation-agrees-plead-guilty-foreign-
bribery-charges-and-pay-88-million-fine（Last visited August 27, 2018）; Criminal 
Information, United States v. Marubeni Corp., No. 14-cr-052 (D. Conn. Mar. 19, 2014).
42　Dep't of Justice,“Press Release: Marubeni Corporation Sentenced for Foreign Bribery 
Violations” (May 15, 2014), available at https://www.justice.gov/opa/pr/marubeni-
corporation-sentenced-foreign-bribery-violations（Last visited August 27, 2018）.
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われたのは，FCPAを侵害する共謀１件と，FCPAの贈賄防止条項違反の７
件である。
丸紅は，2002（平成 14）年，仏系企業アルストム S.A.（「アルストム社」）
および米国コネチカット州にある電力会社を含むアルストム子会社数社と協力
し，インドネシアの国有電力会社 Perusahaan Lisrik Negara（PLN）を通し
て入札・契約が行われた発電所建設契約（「タラハンプロジェクト」）の獲得を
目ざしていた。丸紅とアルストム社は，コンサルタントと契約したが，その目
的は，コンサルティング・サービスの提供ではなく，タラハンプロジェクトの
入札に影響力を持つインドネシアの公務員に賄賂を支払うことであった。
2002（平成 14）年，丸紅とアルストム社は，タラハンプロジェクトの３％
を支払う条件で，コンサルタント A と契約した。しかし，2002（平成 14）年
12 月に，アルストラムの従業員が，電子メールのやり取りの中で「Aの役割は，
現金出納係のようなものでしかなく，払いすぎている」との記述をした。それ
に対して，丸紅の従業員が，「Aに金額を下げてもらうために，PLNにいくつ
かの事項を明確化するよう働きかけてもらおう」と返答した。　
2003（平成 15）年，コンサルタント Aを介してでは，PLNの評価委員会の
メンバーに効果的に賄賂を贈れていないことが発覚した。タラハンプロジェク
トの入札に関して，丸紅とアルストム社が有利な立場にあることの立証ができ
ないままであったのである。そこで，丸紅とアルストム社は，コンサルタント
Aの報酬を契約価格の総額の３％から１％に引き下げた。
その後，丸紅は，契約価格の２％を支払うことを条件として，コンサルタン
ト Bと契約した。タラハンプロジェクトを含む PLNからの契約受注に影響力
を有していたインドネシア議会のメンバー等に，より効果的に賄賂を贈るため
であった。
2005（平成 17）年，丸紅とアルストム社は，タラハンプロジェクトを１億 1,800
万ドルで受注した。PLNへの職員への支払いのため，ニューヨークの丸紅と
アルストム社の銀行口座から，メリーランドにあるコンサルタント Aの銀行
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口座に，複数の支払いが行われた。コンサルタント Aに最後の支払いが行わ
れたのは，2009（平成 21）年 10 月であったとみられる。また，ニューヨーク
のアルストム社の銀行口座から，スイス経由でシンガポールのコンサルタント
Bの銀行口座にも支払いが行われた。
第２節　司法取引による決着
2014（平成 26）年 3月 19 日，丸紅は，米国連邦海外腐敗行為防止法違反を
認め 8,800 万ドルの罰金の支払いに同意した。この司法取引による支払い合意
という決着は，2014（平成 26）年５月 15 日になされた。丸紅が，効果的なコ
ンプライアンスと倫理的なプログラムを欠如させていたという事実のみなら
ず，丸紅の捜査協力への拒否により罰金額が増加したとされている。
なお，司法取引は，起訴された段階での有罪または無罪とは別に，事業のラ
イセンスの取消しや世界銀行グループ等からの融資に係る信用問題等への懸念
等から，企業の場合は裁判という選択の余地はなく受け入れざるを得ないもの
であるとの指摘もある43。実際に，丸紅は，司法省との和解公表後ほぼ同時（2014
（平成 26）年３月 26 日）に，外務省および JICA（国際協力機構）から９か月
間の ODA事業への参加を排除される措置を執られている 44。
第３節　当時の国際的な取締体制
なお，この事件は，コネチカット州メリデン（Meriden）の FBI Resident 
Agency の援助を受けて，ワシントン地方局（Washington Field Ofﬁce）の
FBI代理人によって調査された。米国司法省内の犯罪局国際課（Criminal 
Division's Ofﬁce of International Affairs ：OIA）の協力も大きかった。また，
インドネシアの Komisi Pemberantasan Korupsi（汚職撲滅委員会），スイス
の司法長官室，英国の詐欺対策室も摘発に協力した。
43　内田芳樹「国際コンプライアンスの研究　第34回　米国私法取引等と企業」国際商事法
務　Vol.44, No.12（2016）1844-1845頁。
44　外務省「報道発表　我が国の政府開発援助（ODA）事業において不正行為を行った企業
に対する措置の実施」http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press4_000776.html（2018
年8月27日確認）。
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このように，米国司法省，米国証券取引委員会およびその他の連邦政府機関
は，摘発件数増加のために，国際的な協力を各国の規制当局と法施行当局に求
めて，取締体制を強化させている。当時，米国証券取引委員会の執行部長で
あった Andrew Ceresney氏は，海外腐敗行為に関する国際会議（2013（平成
25）年 11 月 19 日）における基調講演において，米国は腐敗に取組む際に，他
国の政府との協力を著しく増加させてきていることを述べており，こうした国
際的なパートナーシップかつタイムリーな援助を得られていることを述べてい
る 45。米国が，各国からこのような協力が得られているのは，OECDの贈収賄
に関するワーキンググループで米国が努力しているからであるという指摘も
ある 46。
なお，当時の国際的な動向は，ABA（アメリカ法曹協会：American Bar 
Association）国際法セクションの反腐敗委員会によるレポート（2012（平成
24）年から作成，2013（平成 25）年に発行）に詳しい 47。概略を述べると，2012（平
成 24）年には，前述の国連腐敗防止条約に，６つの新メンバーが加わった。
2012（平成 24）年６月と 11 月に，第 3 回 UNCAC実施検討会を開催し各国
のレビューを行い，実施審査グループはテーマ別報告書を採択した。
また，腐敗防止のための米州条約（Inter-American Convention Against 
Corruption）の下での取組もまた，同条約の実施の見直しに重点を置い
た。2012（平成 24）年９月に，同条約実施フォローアップのためのメカ
45　Andrew Ceresney,“Speech: Keynote Address at the International Conference on the 
Foreign Corrupt Practices Act （Nov. 19, 2013）”，U.S.SEC, available at https://www.sec.
gov/news/speech/2013-spch111913ac（Last visited August 27, 2018）。
46　Mythili Raman，“Justice News: Acting Assistant Attorney General Mythili Raman 
Delivers Keynote Address at the Global Anti-Corruption Congress（Jun.17, 2013）”U.S. 
Ofﬁce of Public Affairs, available at https://www.justice.gov/opa/speech/acting-assistant-
attorney-general-mythili-raman-delivers-keynote-address-global-anti（Last visited 
August 27, 2018）。
47　Leslie A. Benton, Stuart H. Deming, Elena V. Helmer, and Mikhail Reider-Gordon，
“International Anti-Corruption（Spring, 2013）“47 Int'l Law. 367.
356
－163 （     ）－
ニズムの専門家委員会の第 20 回会合（Mechanism for Follow-Up on the 
Implementation of the Inter-American Convention against Corruption 
：MESICIC （Mecanismo de Seguimiento de la Implementación de la 
Convención Interamericana contra la Corrupción））は，ボリビア，ブラジル，
メキシコ，エルサルバドルおよびパラグアイによる条約の実施に関する報告書
を採択した。
さらに，OECDは，前述の外国公務員贈賄防止条約の下で，外国贈収賄を
終わらせる努力を続けた。 2012（平成 24）年には，ロシア連邦が同条約に
加盟する第 39 番目の国となった。加えて，欧州連合腐敗防止委員会（Group 
of States against Corruption ：GRECO）は，2012（平成 24）年１月１日，
GRECOは議会，裁判官，検察官の腐敗防止に焦点を当てた第４回評価ラウン
ドを開始した。
2012（平成 24）年５月に開催されたいわゆるサミット，先進国首脳会議（the 
Group of Eight： G8）では国際腐敗防止の取組は中心的テーマの一つであった。
また，国連腐敗防止条約（UNCAC）の実施を主体とする国連薬物犯罪事務所
（United Nations Ofﬁce on Drugs and Crime：UNODC）は，2012年に技術支援，
キャパシティビルディング，国際協力，特にアセットリカバリーの分野での腐
敗防止のための努力を集中的に行った。2012 年 1月にスイスのダボス（Davos）
で開催された世界経済フォーラムで UNODCは UNCACに基づくプロジェク
トである「Integrity IPO」を発表した。これは，企業に腐敗防止法の開発を
財政的に支援することにより，開発途上国の機関とその自律を支援し，腐敗防
止に向けた公共部門と民間部門のパートナーシップを作り上げようとしたもの
である。
上記に加え，世界銀行グループは，2012（平成 24）年３月に，改訂された
ガバナンスと腐敗防止の戦略と実施計画（ガバナンスの強化，腐敗への取り組
み）を採択した。同計画は，銀行プログラムにおけるガバナンスと腐敗防止活
動の増加と体系化に焦点を当て，国の機関を強化し，より良いリスクおよび結
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果の測定の仕方を検討することで，グローバルイニシアチブにおけるガバナン
スを支援する。世界銀行は，プロジェクトの腐敗対策の一環として，2012 年
２月に調達方針の２年レビュー（Two-Year Review of Procurement Policy）
を開始した。加えて，前述のトランスペアレンシー・インターナショナル
は，企業贈賄防止プログラムのための保証枠組み（Assurance Framework for 
Corporate Anti-Bribery Programmes）を開始した。この枠組みは，企業の贈
賄防止プログラムの独立性の基準を定めており，企業の贈賄防止システムを強
化し，腐敗防止のための努力の信頼性を高める手段としての独立的立場で保証
することを意図している。
このように，当時は，国家間，民間を問わず，腐敗防止の取組が本格化した
時期であった。とすれば，各国の協力を得ての国際的な腐敗防止キャンペーン
こそ，腐敗の防止および摘発に奏功するといえる。
第６章　エネルギー事業投資における G（ガバナンス）対応―国際的
な「公正かつ自由な」競争秩序のための取組み
第１節　他の国際原則との比較
「外国公務員贈賄の禁止原則」の徹底への取り組みを検討するにあたり，ま
ずはその国際的な原則性について検討する。本稿では資源・エネルギー（環境
問題）に係る事案で検討しているため，外部不経済として市場を通さずに他の
経済主体に影響を及ぼす効果としては同じ性質を持つ「環境汚染（対策）」に
係る「汚染者負担原則（Polluter Pays Principle ：PPP）」と比較しながら，
若干の考察を行う。
「丸紅・インドネシア事案」は，発電所建設という資源・エネルギ （ー環境問題）
に係る事案であった。環境問題の領域においては，「汚職（贈賄）」と同じく外
部不経済として市場を通さずに他の経済主体に影響を及ぼす効果に「環境汚染
（対策）」がある。環境汚染対策を行う企業（環境法規制のある国の企業等）は，
その対策費用を負担するため製品価格が上昇し，国際的な競争力が弱くなる。
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他方，環境汚染対策をしない企業（環境法規制のないまたは緩い国にある企業
等）は，対策費用の負担をしない分だけ製品価格の価格を低く抑えることがで
きる。国が環境汚染対策費用を補助する仕組み（例として補助金等）を設けて
いる場合も同様に，対策費用の負担をしない分だけ製品価格の価格を抑えるこ
とができることになる。こうした多様さにより，「公正かつ自由な」国際競争
秩序を阻害する不公正が生じるのである。この不公正を是正するためにできた
のが，「汚染者負担原則（PPP）」である。
両者の共通点としては，①国際的な「公正かつ自由な」競争秩序の維持を具
現化する理念・原則だということである。単純な正義の論理ではない。法の目
的を「正義と衡平の実現」とするならば，むしろ衡平のほうで，Fairness（企
業と企業，企業と国，および国と国）の問題であり，より実体的な問題である。
そのため，商社や多国籍企業等に適用される。また，②汚染者負担原則も外国
公務員贈賄の禁止も，国際的な条約や声明等のなかで謳われ，それらは国内執
行法にも規定されている。さらに，③いずれの外部不経済も製品価格および社
会的風紀に反映される，ということもある。ただし，それぞれにおいて異なる
点も指摘できるため，それらを以下に検討する。
第１項　外国公務員贈賄の禁止の原則性
まず，①外国公務員贈賄の禁止原則も汚染者責任原則も，国際的な「公正か
つ自由な」競争秩序の維持を具現化する理念・原則である。汚染者負担原則が，
「原因者責任原則（フローのみではなくストックへの責任も含む）」を派生させ，
「拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility：EPR，製品に対する
生産者の物理的および経済的責任が製品ライフサイクルの使用後の段階にまで
拡大される環境政策上の手法）」や「製造物責任（product liability：PL）」と
いう形で具体化および実体化したのに対して，外国公務員贈賄の禁止原則は，
理念・原則としての大きな発展がない。腐敗はいけないことでありしてはなら
ないということは当然のこととして周知されており，今後はそのための実効性
ある執行体制づくりをはじめとする具体的な行為準則化，実体化を試みる必要
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がある。
第２項　外国公務員贈賄は必須のものではない
②汚染者負担原則は，工場から排出される汚染物質の管理を主に念頭におい
て発展してきたものである。環境汚染は，汚染の削減も試みられるが，技術上，
どうしても発生する事象ともいえ「外部不経済の内部化」が求められている。
しかし，汚職（贈賄）は，どうしても必要なものとはいえず（実体的には必要
といえる現況があるかもしれないが，必要なものであるとの理論的な立証は不
十分である），撲滅対象である点が大きく異なる。ただし，概念上はこのよう
に捉えることが可能であるが，前述の JTC事件のように，企業内では，企業
というものが利益を追求する組織であることを鑑みれば，企業存続のための「必
要悪」のようにとらえられている側面もある。
外国公務員贈賄の禁止は，国際的な条約も締結され，さらに，それは国内執
行法にも規定されている。日本も，不正競争防止法において犯罪として規制対
象としている。よって，その撲滅のためには，専門的に当該犯罪を摘発する機
関や立件のために情報収集をする機関の設置，さらには国際的な捜査協力を求
めることが必要である。こうした専門機関を整備している米国は，FCPA違反
として摘発し，調査費用も罰金として科すことで組織を維持することも可能で
あるが，多くの国では専門機関の整備も不十分であるという現実がある。
敢えて整備しないことにより（摘発しないことにより）国内企業の国益を守
るというような意図があるとは想定しえないが，専門機関を整備している国が
多くなければ，他国もより積極的に摘発せねばならないとするインセンティブ
も生じづらいといえる。国内法執行の仕組みが十分ではないということは，つ
まり国際条約には加盟しつつも，汚染者負担原則でいえば国が不正企業に補助
金を与えてかばっているようなものに等しいとの批判を受けないとも限らない。
第３項　内部化の必要ない外部不経済
③いずれの外部不経済も製品価格および社会的風紀に反映される。汚染者負
担原則の場合には，商品価格への反映がなされるため多くの事業者や国家が敏
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感に反応せざるを得ないが，外国公務員贈賄は，大規模なプロジェクト費用の
価格が上昇するという形で反映される点が実体として大きく異なる。こうした
プロジェクト費用の入札価格の上昇等の場合には，一般消費者または一般国民
のような多くの人が気づきづらい，または声を上げづらいという事態が予測さ
れる。
すなわち，賄賂は一般の国民からは遠いところの話になりがちであり，それ
らが税金徴収額や公共サービスの価格等に反映しているとは意識しづらいので
ある。本来であれば，大規模なプロジェクト，とりわけ国家プロジェクトの入
札などに関しては，当事国の税金が使用されているのであるから，公金の不正
支出であるとして，現地の国民や住民が声を上げるべきところであるが，そこ
までの意識や成熟は期待できないのが現実である。
加えて，贈収賄は社会的風紀にも影響を与える。遵法意識の組織的崩壊のみ
ならず，職務に係る各種の義務規定違反をもたらしガバナンスを内部から崩壊
させるおそれをもつ。そのため，今後は，一層の啓発および教育，ならびに内
部通報制度の拡充および不相当なぜいたくをしている公務員等の通報制度の整
備等が必要となろう。
第２節　日本版司法取引の開始
「摘発に勝る再発防止無し」といわれる。組織的な腐敗の摘発には，いわゆ
る司法取引（正しくは，協議・合意制度。本稿では「日本版司法取引」という。48）
が奏功する場合が少なくない。そのため，日本では，この司法取引が法制化さ
れ，2018 年７月に初めてエネルギー事案の腐敗摘発にて活用されたため，こ
こで検討する。
日本版司法取引は，組織的な犯罪（企業の関わる経済犯罪等）の解明を目的
48　日本には，2006（平成18）年から導入されている独占禁止法上の課徴金減免制度（リー
ニエンシー制度）があり，日本版司法取引は，これと似た制度と言われている。リーニエン
シー制度とは，いわゆる「密告制度」である。なかば「必要悪」とも受けとめられがちなカ
ルテルや談合に対しても，公正取引委員会に置かれた専用ファクシミリには密告の送信が絶
えないことから，その効果的な摘発に効果を発揮していると評価されている。
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として導入された捜査・公判協力型の協議・合意制度のことである。2016（平
成28）年の刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）改正によって導入され，2018（平
成 30）年６月１日から施行された。検察官と被疑者・被告人およびその弁護
人が協議し，被疑者・被告人が「他人」の刑事事件の捜査・公判に協力するの
と引換えに，自分の事件を不起訴または軽い求刑にしてもらうことなどを合意
するという仕組みである（刑事訴訟法 350 条の２～ 350 条の 15）。
「囚人のジレンマ」の状態を創り出し，先に白状した者に有利な条件をつき
つけ，捜査・公判への協力に対するインセンティブを与えたものである。米国
で実施されている「自分」の罪を認める代わりに不起訴などを約束してもらう
もの（「自己負罪型」）ではない。特徴として，あくまで「他人」の刑事事件の
捜査・公判に協力することが求められている。
この日本版司法取引が適用された事件 49 が以下である。
タイの火力発電所建設をめぐる贈賄事件で，日本版の司法取引制度が初めて
適用された。東京地検特捜部が，大手発電機メーカー，三菱日立パワーシステ
ムズ（MHPS）の元役員ら３人を，不正競争防止法違反（外国公務員への贈賄，
およそ 3,900 万円）の罪で在宅起訴した。
MHPSは，内部告発をもとに社内調査を進めて不正を把握し，その結果を
特捜部に申告した。すなわち，不正競争防止法では法人も刑事訴追の対象にな
るため，同社は元役員らの不正行為の捜査に協力する見返りとして，MHPS
という法人は起訴を免れる形で司法取引したというものである。
MHPSの公式発表 50 によれば，「2015 年３月，当社は内部通報によりタイで
の公務員への不正な金銭の支払いの疑いについて把握しました。当社は直ちに
社内調査に着手した上で，同月，さらに詳細な調査を実施するため，外部の法
49　日本経済新聞「（速報）腑に落ちぬ初適用の司法取引」 電子版2018/7/21 20:41。
50　MHPS（2018）「不正競争防止法違反による当社元役員および元社員の起訴について」ウェ
ブサイト　2018年７月20日発行 第221号https://www.mhps.com/jp/news/20180720.html
（2018年８月28日確認）に詳細が記されている。
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律事務所に依頼し，弁護士らによる関係者へのヒヤリングや関係資料の収集等
を行いました。その結果，法令違反が疑われたことから，同年６月，東京地方
検察庁に報告書を提出しました。」とある。つまり，事件は内部通報がきっか
けで，同社が，東京地方検察庁特捜部に報告書を提出していたということで
あった 51。
本件における日本版司法取引の適用には，疑問の声も多い 52。というのも，
前述の通り，日本版司法取引は自己負罪型ではなく，あくまで「他人」の刑事
事件の捜査・公判に協力することが求められているからである。
本件では，①MHPS社の現地の資材運輸部門の担当者や現地関係者の所業
を調査して報告して，贈賄に関与した現地の社員は起訴を免れ，②同社の元役
員２名（元取締役常務執行役員エンジニアリング本部長，元執行役員調達総括
部長）および元ロジスティクス部長１名を不正競争防止法違反（外国公務員へ
の贈賄）容疑で起訴させ，③MHPSという法人は起訴を免れた。①からは，
決して「トカゲのしっぽ切り」ではなく，②では，むしろ組織ぐるみの犯罪と
してガバナンスが問われているといえる。しかし，③のために②が犠牲になっ
たとも言え，あくまでも個人を処罰しようとする姿勢には疑問を抱く。企業に
とって，その社員や関係者は「他人」とは言えないはずだからである。
運用の仕方には疑問はあるものの，「想定外の適用方法もある」というイン
パクトを与えることができたとも受けとめられる。このように，日本版司法取
引が実際に運用されることが周知されたことにより，多国籍企業は，現地法人，
子会社管理，および関連会社管理に徹底的に取り組む必要はより強く認識され
てきたと思われる。
第３節　実効性のある内部監査のシステム化
51　弁護士ドットコム（2018）「初の『司法取引』で法人が不起訴に，企業は『いかに開示
するか』問われる時代に」2018年08月08日 10時00分https://www.bengo4.com/c_1009/
n_8298/（2018年８月28日確認）。
52　弁護士ドットコム　前掲51）。
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現地法人，子会社管理，および関連会社管理とガバナンスは，常に取り組ま
れているテーマである 53。子会社の経営意思決定は基本的にすべて親会社によ
り行われるため，事実上，企業集団は一体として事業活動を行っていると捉え
られがちである。「組織的関与」「組織ぐるみ」が疑われるゆえんである。しか
し，実際には，上場子会社等の一部の子会社を除けば，多くの場合は親会社と
異なり，人的・金銭的な面から組織的なリスク管理体制が制約されていること
に加え，親会社の監視・監督機能が十分に及ばないために，結果として子会社
において不祥事が発生する，という事例が散見される 54。また，腐敗に限らず，
コンプライアンス（法令遵守）は，良い企業風土を根付かせ制度やルールの徹
底を図るという地道な取り組みを実践していても，起こりうる（ゼロにはでき
ない）問題ともいえる。
こうした前提のもとで「外国公務員贈賄の禁止原則」の徹底への取り組みの
具体化，実体化を図るために筆者が提案できるとすれば，以下の２点である。
１点目に，「金銭」が動くという側面を捉えての内部会計監査の徹底であろう。
キャッシュフロー計算書等の計算書類等を専門家または専門の部署（例えば，
監査部）が定期的に監査することで，違法な（不審な）金銭の流れを確認でき
るようになる。また，それに長けたエキスパートも，社内で養成されていく。
また，その範囲についても，熟慮が必要である。連結決算という形で企業集
団の連結対象となる子会社は，①親会社が 50%を超える出資を行なっている
会社，および②親会社と子会社で合わせて 50%以上の出資を行なっている孫
会社である（会社法（平成 17 年法律第 86 号）２条３号，および会社法施行規
則３条３項。）。そのため，実際には，連結グループ全体への影響度が低い（重
53　日本の企業不祥事事例，コンプライアンス経営の重要性および本節で紹介する子会社ガバ
ナンス等については，渡辺樹一・西谷敦による検証が詳細で大変参考になる。渡辺樹一・西
谷敦（2018）「（連載）企業価値向上と毀損防止に向けて企業は何をすべきか」BUSINESS 
LAWYERS　 https://business.bengo4.com/category1/article295（2018年8月29日確認）。
54　高橋均（2018）「（特別寄稿」子会社の不祥事と親会社監査役」情報センサー Vol.134　
2018.7 16-19頁。
364
－171 （     ）－
要性が低い）子会社や関連会社については連結対象から外すことができる。し
かし，敢えて，個々の会社という枠を超えて，企業集団「全体」を「内部」と
捉えての会計監査が求められる。
２点目に，内部統制システムの徹底である。子会社の取締役・執行役・使用
人（以下，「取締役等」という。）からの報告体制の確保であろう。
企業集団の業務の適正を確保するために本社の取締役には，必要なものとし
て，法務省令で定める体制の整備が求められている（会社法 362 条４項６号）。
具体的には，①子会社取締役等から親会社への報告体制，②子会社の損失危険
管理体制，③子会社の取締役等の職務執行の効率確保体制，④子会社の取締役
等の法例・定款順守体制が示される（会社法施行規則 100 条１項５号）。
重視すべきは①である 55。平成 27 年度改正会社法においても，子会社の取締
役等や監査役からの親会社の監査役への報告も，内部統制システムの一環とし
て規定されている（会社法施行規則 100 条３項４号ロ）。
というのも，前節の日本版司法取引事例を鑑みれば，事件・事故が外部に明
るみになる前に内部で事態を掌握し対処していることをもって，親会社または
企業集団へのダメージを軽減できるからである。他方，同事例によれば，親会
社は起訴を免れても，親会社の取締役が処罰を受けたため，実際に報告を受け
た親会社の取締役としては事案をもみ消すインセンティブが増しているのでは
というおそれもある。
つまり，内部監査や取締役や監査役への報告とて，実際にコンプライアンス
違反の疑いを抱いたときには遅きに失する側面もあるといえ，システム構築も
その中身にも，より早めの対処が求められる。
第４節　国際的な「公正かつ自由な」競争秩序のための取組み
撲滅対策に積極的な国とそうでない国があることは，むしろ国際的な「公正
かつ自由な」競争秩序を崩す（バランスの不均衡をもたらす）ことにつながる。
55　高橋　前掲54）17頁。
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対策に熱心な国への警戒だけが強まり，また賄賂を受取る国側のガバナンスの
維持および受取る政府高官の人格の陶冶にも資するとはいえない。真に国際的
な「公正かつ自由な」競争秩序の維持を具現化するためには，受領側の国家も
加えて，国際的かつ協力的な取締体制を強化し，各国が汚職（贈収賄）問題に
対して，ある程度の位相（場面設定）と程度をそろえて，すなわち足並みをそ
ろえて撲滅対策する必要がある。
第７章　結びに代えて
以上，ESG投資について現況を踏まえ，日本企業が海外で展開するエネル
ギー事案を事例として，環境問題と腐敗対策を中心とするガバナンスに注目し
て検討してきた。幸いにして，未だ環境問題や企業のガバナンスを問題として，
投資を引き上げられ企業経営にダメージが与えられた日本企業の事例はない。
その点では，日本企業は総じて善良かつ優良といえる。
しかし，気を緩めることは妥当ではない。世界の潮流の一つが ESG経営お
よび投資であり，特に二酸化炭素排出の多い石炭関連事業に関わる企業から投
融資を引き揚げるダイベストメント（Divestment：投資撤退）が盛んになっ
てきているからである 56。ガバナンスの欠如はイメージ低下に直結する。「グ
リーンウォッシング（うわべだけ環境保全に熱心にみせること）」は，「グリー
ン（＝環境に配慮した）」と「ホワイトウォッシング（＝ごまかす，うわべを
取り繕う）」を合わせた造語であるが，こうした新しい言葉が示すように，企
業の主張に対して本当にそうなのかという投資家の目も厳しくなっている。国
際的な「公正かつ自由な」投融資秩序というものを築き維持するための継続的
な努力が求められている。
56　一例として，ガーディアン・メディア・グループ（英紙ガーディアンなどを運営）は2015
年４月１日，化石燃料関連企業への投資から資金を引き揚げると発表した。The Guardian 
(2015) “Guardian Media Group to divest its £800m fund from fossil fuels”April 1, 
2015available at https://www.theguardian.com/environment/2015/apr/01/guardian-media-
group-to-divest-its-800m-fund-from-fossil-fuels（Last visited August 28, 2018）.
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